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資料１



減災対策協議会の設置経緯

関東・東北豪雨による大規模水害の発生(H27.9)

 平成27年9月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により利根川水系鬼怒川の堤防が決壊し、氾濫流による
家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生した。また、これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水
害では例を見ないほどの多数の孤立者が発生した。

水防災意識社会 再構築ビジョンの策定（H27.12.11 ）

 国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に対して「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方につい
て」が諮問され、平成27年12月10日「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の
変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」が答申された。

 この答申では、「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変
革し、社会全体で洪水に備える必要があるとしている。この答申を踏まえ、平成27年12月11日に「水防災意識社
会 再構築ビジョン」が策定された。

減災対策協議会の設置

 氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を再構築することが必要。
 そのための施策として、関係者が連携して避難に関する計画の作成や水防等の減災に関する様々な課題に対応す

るための協議会等の仕組みを整備する等、円滑かつ迅速な避難の実現、的確な水防活動の推進等を図るための取
組を進めることが求められた。

 水防法第15条の9に基づき、国土交通大臣は「大規模氾濫減災協議会」を組織することが必要。
 加古川において「加古川減災対策協議会」を設置（平成28年6月24日）。
 揖保川において「揖保川減災対策協議会」を設置（平成28年6月24日）。
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・H28～R2の5年間の各機関の取
組について確認

・R3～R7の5ヶ年の目標、取組
項目について確認

第3回協議会

第2回協議会

第1回協議会

加古川・揖保川減災対策協議会の開催経緯
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H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
当初5ヶ年（H28～R2） 現行5ヶ年(R3～R７）

第4回協議会

第5回協議会

第6回協議会

第7回協議会

第8回協議会

第9回協議会

第10回協議会(R5.2.1)

第11回協議会

第12回協議会

第13回協議会

今回開催

H27.12 水防災
意識社会 再構
築ビジョン策定

H28.5 L2浸水
想定区域図
(国)公表

H29.5 水防法の改
定により減災対策
協議会が法定化

H28年度

R3.5 災害対策基本法の
改定により個別避難計
画作成が努力義務化

R7.12 気象業務法及び
水防法の一部を改正す

る法律を公布

H28年度

H30年度

R1年度

R2年度

R3年度

R4年度

R5年度

R7年度

※ 各年の協議会において、各機関の取組状況を共有

・協議会規約(案)を作成し、課
題を整理して減災のための目
標を設定

・減災に係る取組方針のとりま
とめ

・水防法改正の概要について内
容の確認

・タイムラインの検討に関する
意見交換

・常総市危機管理監によるH29
関東・東北豪雨の教訓を学ぶ

・神戸大学大石教授の講演によ
る河川リスクの学習

・気象予報士による迅速な避難
に繋がる情報の講演

・危機管理型水位計について情
報共有

・流域治水プロジェクト、大雨
特別警報等の改善について情
報共有

・流域連携WEB会議についての
意見交換

・情報共有（災害対策基本法改
正、防災気象情報の改善、川
の防災情報の改善）

・他機関連携型タイムラインに
ついて紹介

・情報共有（洪水予測の長時間
化、水害リスクライン・洪水
キキクル）

・流域治水協議会と同時開催
（WEB)

・情報共有（水害リスクマッ
プ）

・流域タイムライン(案)の検討
内容の共有

・運用に向けた流域タイムライ
ンの確認

・情報提供（防災気象情報の提
携整理）

・R3～R7の5年間の各機関の取
組について確認

・R8～R12の5ヶ年の目標、取組
項目について確認


